
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
Ⅱ　食品流通の合理化を目的とする取組用

事業内容（施設区分、構造、規模等） 事業費

備
考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町村費
その
他

非常用電源と併せた自立電源拡大施設整備
・設計

4,885,831 1,628,000 0 3,257,831 0 R2.3.19

非常用電源と併せた自立電源拡大施設整備
・高圧連絡線構築工事（ループ化）
・低圧負荷制御システム構築工事
・直流電源バッテリー３台(37.8kVA)
・直流電源整流器

167,747,800 50,832,000 0 116,915,800 0 R3.3.30

－ －

非常用電
源の整備
に併せ、
電源間の
ネット
ワークを
図ること
により、
非常時の
電源が確
保され、
生鮮食料
品等の安
定供給が
可能と
なった。

設定され
た成果目
標を達成
してい
る。

－ － － － －

成果目標
の具体的
な内容

札幌市
札幌市中
央卸売市
場

札幌市
（札幌市
中央卸売
市場）

被災時の
市場機能
の維持強
化

卸売市場
防災対応
施設整備
の取組

施設の防
災対応に
係る整備
を実施

－

・水産棟、
青果棟、管
理センター
に設置して
いる非常用
発電機を連
絡線で接続
（ループ
化）
・低圧負荷
制御システ
ムを導入
・非常用電
源の起動・
制御用バッ
テリーを更
新

－ －

BCPに即し
た非常用
電源の整
備を実施
し、卸売
市場の生
鮮食料品
等の安定
供給を確
保

100%

・ループ化すること
により、水産棟、青
果棟、管理センター
それぞれに設置され
ている非常用電源の
いずれかが作動しな
かった場合に、水産
棟又は青果棟の非常
用発電機から一定の
電力を供給すること
で、保安設備につい
て運用が可能となっ
た。
・時間差による電力
制御により、各棟単
独で非常用電源を作
動させた場合に、一
般電力を活用する設
備にも電力供給が可
能となった。

－ －

２年後
(令和3年)
(2021年)

（北海道　令和２年度（２０２０年度））

事業実施
主体の評

価

都道府県
の評価

計画時
(令和1年)
(2019年)

１年後
(令和2年)
(2020年)

２年後
(令和3年)
(2021年)

３年後
(令和4年)
(2022年)

目標値
(令和2年)
(2020年)

目標値
(令和 年)
(    年)

達成率達成率
計画時

(令和1年)
(2019年)

１年後
(令和2年)
(2020年)

類別

３年後
(令和4年)
(2022年)

事業実施後の状況

成果目標の
具体的な実績

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

成果目標Ⅰ 成果目標Ⅱ

市町村名 市場名
事業実施
主体名

メニュー 類別
成果目標
の具体的
な内容

事業実施後の状況

成果目標
の具体的
な実績

負担区分（円）

完了年月
日


